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図-1 外濠の外形と各濠の集水域
表-1 各濠における集水域の概要
市ヶ谷濠 新見附濠 牛込濠
水面面積（m2） 17,500 30,000 34,000
吐口個数（箇所） 3 4 3
集水面積（ha） 226 69 32
昼夜人口（万人） 9.60 2.90 1.40
夜間人口（万人） 3.99 0.82 0.17
て市谷加賀町に建設されている雨水貯留施設と未処理
下水流入吐口への可動堰導入を想定し，汚濁負荷量の
低減効果に関する定量的評価や最適な運用方法の検討
を行った．
2. OHAMをベースとした外濠における水・
物質動態のモデル化
(1) 対象領域の概要
外濠において現在水面を残しているのは，弁慶濠，市ヶ
谷濠，新見附濠，牛込濠の区間（4 km）であるが，弁
慶濠は下水道吐口が存在せず水質が比較的良好であり，
独立した濠であるといった理由から本研究での対象領
域に含まず，市ヶ谷濠，新見附濠，牛込濠の 3つの濠
を解析対象とした．これらの濠の吐口に繋がる下水道
網が雨水を集めてくる範囲（外濠集水域）を図-1に示
す．その総面積は 327 haであり，マンホールの総数は
2027個，管路延長は約 70 kmである．同地区はオフィ
ス街であるため昼夜人口と夜間人口の差が大きく，前
者は約 14万人，後者は約 5万人となっている．その結
果，時刻に応じて基底流量の変動が大きく，同規模の
降雨においても管内水質やCSOの値にはに大きな差が
生ずる傾向がある．各濠における集水域の概要を表-1
に示す．
(2) NILIM2.0の導入
先行研究で開発された OHAMは，CSOの算出時に
合理式に基づいた放流解析モデルを使用しており，管
表-2 本研究で使用したNILIM2.0の計算条件及び各パラメー
タの設定値
計算メッシュ 10 m× 10 m
メッシュ数 32,604
平均建物以外の粗度係数 0.0498
平均建物占有率 0.57
管路径 250～3,600 mm
管路延長 約 59.90 km
人孔数 1,900
平均管路粗度 0.0126
管路基底流量 0.0013 m3/s/ha
平均等価粗度 0.0268
平均斜面勾配 0.184
計算時間間隔 1.0 s 　
収束緩和係数 0.9
人孔内局所損失係数 0.0
収束許容誤差 0.005
圧力波速度　 20.0 m2/s
内計算を行っていないという点や粗度係数を考慮して
いないという点から，放流量や時間変化の再現性に問
題があった．そこで本研究では，CSOの算定にあたり
都市域氾濫解析モデル NILIM2.0を導入し，より正確
な CSOの把握を行った．
NILIM2.0は，二次元不定流モデルを用いた氾濫解析
と下水道管路等の水理解析に一次元不定流による河道
モデルや破堤モデル等による外水流出入量の算定，水
門・桶門，排水機場による河道への排水等を組み合わ
せ，内外水のやりとりを表現するモデルである．特徴
としては，下水道管路からの溢水が地表面を流下して
拡散する現象と，下水道管路内の流下状況を判定して，
再び下水道管路内へ戻る現象を考慮することが可能と
なっている．このため規模の大きな降雨事例に対して
も地表の氾濫計算を行うことで，より正確な時間応対
や CSOの算出が期待できる．
本研究では，氾濫原モデルと下水道モデルを組み合
わせた内水氾濫解析モデルを使用して，表-2に示した
計算条件でシミュレーションを実施した．対象領域を
メッシュ間隔 10 m× 10 m（メッシュ数 32,604）でメッ
シュ分割を行うとともに，東京都下水道局提供の下水道
台帳から，計算速度と安定性を考慮して管路径が φ250
mm以上の管路のみを抽出して下水道網をモデル化し
た．構築した下水道網とメッシュデータを図-2に示す．
パラメータ決定において，建物以外の底面粗度係数
については，土木研究所資料7)を参考に，国土地理院が
公開している土地利用図より農地・道路・その他の面積
を求め，加重平均式により算定した．建物占有率も同
様に国土地理院が公開している建物状況図より，1メッ
シュあたりの建物の面積を算定した．管路の計算時間
間隔は 1.0 s，基底流量は下水道管路の晴天時流量であ
図-2 外濠集水域におけるメッシュデータと下水道網
る 0.0013 m3/s/haとした．圧力波速度は圧力波速度は
中村ら8)の下水道網に適用された 20 m/sを標準値とし
て用いた．
(3) 堆積物質負荷量とCSO内の汚濁負荷量
CSOの汚濁物質濃度を算出するには，降雨初期に高
濃度の汚濁物質が流出するファーストフラッシュ現象
を考慮する必要があるが，ファーストフラッシュの水
質は調査地点や降雨状況によってばらつきがみられる
ため，独自にモデル化を行うのは困難である．そこで
本研究では，和田らの研究9)を参考に，式 (1)より先行
晴天期間から堆積負荷量の初期値を求め，式 (2)より
流出する汚濁負荷量を算出しファーストフラッシュ現
象を再現した．晴天時の降下物単位量は一定とし，風
などによる路面負荷損失量は路面堆積負荷量に比例す
るものとしている．また，雨天時の路面堆積負荷流出
量は降雨継続時間に応じて指数関数的に減少し，降雨
が 120分を超えると降雨由来の汚濁負荷はないものと
定義して解析を行った．
S(τ) = S(0) ∗ ekf∗τ + (D0/Kf) ∗ [1− e−kf∗τ ] (1)
L(t) = S(τ) ∗ e(−0.02∗t) (2)
ここで，S(τ)：堆積負荷量（g/m2），D0：晴天時降下物
単位量（g/m2/min），kf：損失係数，τ：先行晴天時間
（min），L(t)：流出負荷量（g/m2），t：降雨継続時間（
min）である．
家庭排水中に含まれる汚濁負荷量については和田ら
の研究10)を参考に，各人孔の集水面積が受け持つ人口
に応じて算出した．また，流入経路ごとに設定した汚
濁負荷量と一人一日当たりの汚水量原単位11)から降雨
の流出に伴う汚濁負荷量を算出しCSOに含まれる物質
量を算出した．表-3に家庭排水及び各流出経路におけ
る汚濁負荷量を示す．
表-3 家庭排水及び各流出経路における汚濁負荷量
T-N T-P
家庭排水（mg/L） 12.0 1.90
屋根 （mg/L） 1.49 0.25
道路 （mg/L） 0.008 0.0003
その他の地表（mg/L） 0.540 0.005
(4) 水収支と物質収支
外濠の水収支と物質収支は，上記のモデルで算出した
CSOと放流される物質量を入力値として与え，式 (3)
により計算を行っている．
St = Qin −Qout + St−1 (3)
ここで ，St：t時における貯留量（m3/min），Qin：t
時における流入量（m3/min），Qout：t時における流出
量（m3/min)，St−1：t-1 時における貯留量（m3/min）
である．
水収支においての流入条件は直接降雨，CSO，湧水，
上流濠からの越流水を，流出条件は蒸発量，下流濠へ
の越流水を考慮している．また，市ヶ谷濠において上
流濠からの越流水と湧水は与えていない．新見附濠は
湧水に関しては，常時牛込濠への越流が確認できるこ
とから，越流水深を 0.1 mとなるようにした．越流量
の算定においては式 (4)式 (5)式 (6)に示す刃形堰の
越流量公式12)を用いた．また，蒸発量の算出には式 (7)
に示すハーモン式13)を使用した．
Q = CBh
3
2 (4)
C = 1.785 + (
0.00295
h
+ 0.237
h
W
)(1 + ε) (5)
ε = 0.55(W − 1) (6)
Ep = 1.40D2oPt (7)
ここで，Q：越流量（m3/min），B：堰幅（m），h：越
流水深（m），C：流出係数（m
1
2 /s）， W：堰高（m），
ε：補正項，Ep：日蒸発散能（mm/day），Do：可照時
間（12hr/day），Po：日平均気温対する飽和絶対湿度
（gm/m3）である．
本研究では，より詳細な濠の水収支を把握するため，
先行研究で用いられていた初期値の見直しを行った．濠
内の水量に関しては，法政大学空間情報・伝達研究室
から提供された外濠の詳細な水深観測データを用いて，
濠面積から各濠の水量を算出した．図-3に濠における
水深の分布状況を示す．CSOの吐口付近において水深
が深くなっており，CSOの放流に伴って底泥が掘削さ
れていると推測される．各濠を繋ぐ堰の高さに関して
は，濠を 1つの直方体と仮定し全メッシュの平均水深
を設定した．また，既往研究14)を参考に堰幅を修正し
た．表-4に修正後の初期値を示す．
図-3 各濠における水深の分布状況
表-4 水収支計算に使用した修正後の初期値
市ヶ谷濠 新見附濠 牛込濠
平均水量（m3） 21,760 44,400 63,900
平均水位（m） 1.24 1.48 1.88
堰幅（m） 4.70 2.64 5.95
物質収支においては上記 2つのモデルから算定され
た結果を用いて濠内の物質量を算定する．濠を 1つの
ボックスと仮定し，放流された物質は水と完全混合し，
また移動は水の移動に伴うものと仮定した．本研究で
は，式 (8)代表的な栄養塩類である全窒素（T-N）及び
全リン（T-P）の貯留物質量を算出した．
Mst = Min −Mout +Mst−1 (8)
ここで，Mst:t 時における貯留物質量（g），Min：t 時
における流入物質量（g），Mout：t 時における流出物質
量（g），Mst−1：t-1 時における貯留物質量（g）である．
先行研究で考慮していた物質の溶出と沈降に関しては，
平均水温に依存するものと定義し計算していたが，沈
降傾向が強かったため本研究では考慮していない．
(5) 水位観測値との比較による再現性の確認
構築したモデルの再現性を確認するため，東京大学
環境システム研究室から提供された水位観測値との比
較・検討を行った．対象事例は 2013年 4月 6日（最大降
雨強度 75 mm/hr，総降雨量 108.5 mm）及び 2013年
10月 15日（最大降雨強度 63 mm/hr，総降雨量 245.5
mm）とした．
図-4にそれぞれの事例における新見附濠の水位観測
値と新旧モデルの計算値を示す．2013年 4月 6日の事
例では降雨強度が増すにつれて水位が上昇し，観測水
位が最大となる 600分付近では NILIM2.0を用いた新
しいモデルの計算結果と概ね一致した．さらに水位が
低下する現象においても旧モデルより精度良く再現さ
れており，時間変化の再現性も向上した．2013年 10月
15日の事例においても同様にCSOの算出にNILIM2.0
を組み込んだ新しいモデルの再現性が高く，水位が最
大となる 1080分付近では観測値と計算値がほぼ一致し
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図-4 新見附濠における水位観測値とモデル計算値
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図-5 2013年 8月から 10月の新見附濠における T-N濃度と
モデル計算値
た．また 600分付近の降雨強度が低い時刻においても，
観測水位と新モデル計算値は概ね一致している．
図-5 に 2013 年 8 月から 10 月の新見附濠における
T-N濃度とモデル計算値を示す．0日から 25日におい
て新モデルの計算値は水質観測値と同じ挙動を示して
おり，モデルの再現性が向上していることがわかる．ま
た 55日付近では，規模の大きい降雨事例において多量
の CSOが流入し水質が改善するといった濠内の水質変
動の再現がより詳細に表現できていることから，水質
変動においても同様にモデルの再現性が向上している
ことが確認された．
上記の結果からCSOの算出にNILIM2.0を適用する
ことで水位変動，水質変動の再現性が高まり，より詳
細な CSOの算定が可能となったと考えられる．
3. 外濠における水質改善策の検討
水質改善策にはアオコの回収や微生物団子の投入，水
生植物の導入や曝気装置の設置，底泥の浚渫といった
一時的な対策から，可動堰の導入や下水再生水の導入，
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図-6 2015年夏季における水質観測結果
表-5 2015 年における水質観測結果まとめ
T-N（mg/L） T-P（mg/L）
中央値 2.60 0.336
平均値 3.54 0.816
雨水貯留施設の施工といった抜本的な対策など数多く
存在15)16)する．上記の一時的な対策の効果は様々であ
り，底泥の浚渫においては栄養塩類の溶出を防ぐこと
が可能であるが，植物プランクトンの死滅によって常
に底泥は蓄積されるため定期的に事業を行う必要があ
る．また費用も莫大であることから，長期的な対策と
しては懸命ではない．したがって抜本的な対策を行い，
加えてその対策がどの程度効果があるか定量的に評価
する必要がある．また，下水道施設のリアルタイムコ
ントロールによる放流負荷量削減効果について研究17)
がなされているが，その最適な運用方法の検討は明ら
かになっていない．
本研究では，水質改善策として雨水吐室への可動堰の
導入及び新見附濠集水域への雨水貯留施設の導入を想
定し，外濠における汚濁負荷量の低減効果を検討した．
(1) 雨水吐室への可動堰の導入方法
本研究で新たに構築したモデルを使用し，江戸城外
濠の雨水吐室計 10箇所にそれぞれの判定値に基づいて
可動する堰を導入した水質シミュレーションを行った．
可動堰は降雨初期における栄養塩類濃度の高い CSO
の流入を堰き止める一方，ファーストフラッシュの影響
が少なくなった降雨後期の CSOを流入させ，濠内の水
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図-7 新見附濠の雨水吐口における管内 T-N濃度と降雨強度
を希釈させる効果が期待できる．また汚濁負荷量の削
減効果が期待でき，環境への負荷を減らすことが可能
である．しかしながら，特定の水源を持たない外濠に
おいて，CSOの削減は濠内の水の流れを妨げ植物プラ
ンクトンの発生を促進してしまう可能性があることや，
集中豪雨といった規模の大きい降雨事例に対しては外
濠が調節池の役割を担っているため，CSOの流入量を
維持しつつ汚濁負荷量が低減する最適なケースを検討
することを目的とした．
可動堰を導入するに当たり，既往の研究5)を参考にし
下水道管内の T-N濃度に応じて堰を可動させる方法を
最も最適な導入方法と仮定した．T-P濃度ではなくT-N
濃度に着目した理由は，図-6及び表-5に示す 2015年
度の水質観測値の中央値の T-N/T-P比が 7.74 であり，
10 を下回っていることから，外濠においては窒素が植
物プランクトンの制限因子であると推測されるからで
ある．しかし T-N濃度の測定にはある程度の時間を有
することに加え，時々刻々と変化する栄養塩類濃度を把
握することは困難である．したがって本研究では，より
実現性を考慮して，管内流量に応じて堰が可動する方
法と，降雨強度に応じて堰が可動する方法の 2パター
ンを考慮し解析を行った．本稿では判定値に降雨強度
を用いた場合の結果を述べる．
降雨強度に応じてリアルタイムで堰を可動させるに
は，各雨水吐口における下水道管内 T-N濃度と降雨強
度との関係性を明らかにする必要がある．本研究では
解析速度の関係から OHAM を用いて両者の関係を算
定した．解析期間は 2009年から 2015年までの 7年間
とし，気象庁東京観測所の 10分間観測データを使用し
た．関係性を導くに当たり，ファーストフラッシュの影
響が強く現れることが推測されるため，降雨観測時間
1分以上 20分未満，21分以上 40分未満，41分以上 60
分未満，61分以上の 4ケースに分類し，それぞれの条
件において最小二乗法により近似曲線を求めた．下水
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図-8 可動堰導入による 2015年の T-N濃度変化
表-6 2015年における判定値別の汚濁負荷量変化率
R3.0 R6.0 R9.0 R12.0
CSO（％） -53 +23 +80 +121
T-N（％） -87 -40 +19 +84
T-P（％） -85 -35 +28 +97
道管路延長による流達時間の関係から，求める時刻の
降雨強度と管内 T-N濃度には 10分間の時間差を考慮
している．
新見附濠における最も集水域の大きい吐口の管内T-N
濃度と降雨強度の関係性を図-7に示す．降雨強度が強
くなると管内 T-N濃度が低下するという関係性が見て
取れる．本研究では先行晴天期間に依存して堆積負荷
量が増加するとしてファーストフラッシュを表現して
いるため，その期間の長さに伴い降雨時に流出する汚
濁負荷量が算出される．実降雨事例においては当然な
がら無降雨継続時間は事例によって異なるため，近似
曲線から外れるプロットが現れると考えられる．
可動堰の導入方法として，求めた判定値以上の降雨
強度であれば堰を下げて CSO の流入を促進させ，判
定値未満であれば堰を上げて下水処理場へ流下するよ
うに設定している．堰を動かす目安となる管内 T-N濃
度は 3.0（mg/L），6.0（mg/L），9.0（mg/L），12.0
（mg/L）とし，それぞれ CaseR3.0 ～R12.0 とした．
4. 水質シミュレーションの結果と考察
(1) 可動堰導入による 2015年の T-N濃度変化
図-8に 2015年における可動堰導入による新見附濠
の T-N濃度変動を示す．現状では 150日前後に急激な
濃度上昇が確認されたが，可動堰導入を想定した場合，
どのケースにおいても濃度上昇が抑制され水質改善効
果が得られた．無降雨期間別に判定値を定めたことで，
ファーストフラッシュによる影響が抑制されたと考え
られる．またCaseR3.0，R6.0は顕著に水質改善効果が
得られ，濃度の変動も小さいことが確認された．
表-6に 2015年の新見附濠における各降雨強度判定
の汚濁負荷量変化率を示す．最も T-N濃度変動の小さ
かった Case3.0は，栄養塩類物質量の低減率が 85～90
％と顕著な変化が得られた．しかしCSOの流入量が約
50 ％程度となっている．先にも述べた通り，外濠貯留
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図-9 2015年 5月 13日における新見附濠の T-N濃度変化
表-7 2015 年 5 月 13日における水質改善策別 CSO 内の汚
濁負荷量変化
現状 貯留施設 可動堰 R6.0
CSO（*103m3） 18.8 17.7 27.2
T-N（kg） 4.77 4.15 8.72
T-P（kg） 1.11 0.92 1.61
水の大部分は CSOが占めるため，CSOの減少は濠内
水を枯渇させてしまう危険性がある．またCSOの流入
量，流入回数の減少によって濠内水の滞留時間が延び，
植物プランクトンの増殖を促進させる可能性も示唆さ
れている．したがって CSOの変化量が少なく，かつ栄
養塩類物質の放流量が抑制された CaseR6.0 が可動堰
を降雨強度で運用させる最適な方法と考えられる．
(2) 雨水貯留施設の導入方法
雨水貯留浸透施設は雨水の流出を抑制する施設であ
る．中でも雨水貯留施設は雨水の移動を最低限に抑え，
雨が降ったその場所で雨水を貯留させて流出抑制を行
うオンサイト施設に分類される．都市域での氾濫を抑
制するだけでなく，CSOの放流頻度や流量を低減させ
るといった多目的な効果が期待できる施設である．東
京都は流れの少ない河川区間など 14水域において，平
成 41年度までに貯留施設の整備を進めている18)．中で
も外濠集水域は重要水域に指定されており，実際に市
谷加賀町付近には雨水貯留施設が建設されている．
そこで本研究では市谷加賀町 1，2丁目付近に施工さ
れている内径 2.2 m，延長 500 m，貯水容量 1,900 m3
の貯留施設をモデル内で再現した．人孔に流入する流
量をベースカットし施設規模に応じて算出した設定値
を超えると，貯留施設への流入はなくなるものとした．
改良した新しいモデルを用いて水質シミュレーション
を行い，その結果から CSOと汚濁負荷物質の低減量を
定量的に評価した．
(3) 2015 年 5 月 13 日における計算結果
図-9に 2015年 5月 13日の降雨事例（最大降雨強度：
48 mm/hr，総降雨量：58.5 mm）における各水質改善
策別のTN濃度の時系列変化を示す．現状ではファース
トフラッシュの影響により一時的に T-N濃度が上昇す
るものの，その後の降雨強度が強い時刻に流入してく
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図-10 2015年における新見附濠の T-N濃度変化
表-8 2015年における水質改善策別CSO内の汚濁負荷量変化
現状 貯留施設 可動堰 R6.0
CSO（*103m3） 451 450 555
T-N（kg） 1270 1269 758
T-P（kg） 313 312 205
る比較的 T-N濃度の低い CSOによって濠内の貯留水
が希釈され，水質が改善するといった事例である．水質
改善策として貯留施設を考慮した場合ではほぼ現状と
変わらない結果となった．貯留施設自体の規模の小さ
さに加えて，希釈効果のある T-N濃度の低い CSOも
抑制していると考えられるために，濠内の濃度変動に
対する影響が小さかったと考えられる．
一方，可動堰を考慮した場合（CaseR6.0）の T-N濃
度変化に着目すると，降雨初期由来のCSOの流入を抑
制し，濠内の濃度上昇を抑制していることがわかる．そ
してファーストフラッシュの影響が小さくなると考え
られる 120分以降の時刻に対しては，雨水吐室の堰を
下げて大量のCSOを濠へ流入させ貯留水を希釈してい
ることがわかる．
表-7に各汚濁負荷物質の放流量を示す．貯留施設導
入を考慮した場合ではどちらの栄養塩類においても低
減している．一方，可動堰を考慮した場合では CSOの
増加に伴って各栄養塩類物質の放流を促進しているこ
とが確認できる．可動堰を導入した結果として濠内の
栄養塩類濃度は低減し水質は改善したものの，環境へ
の負荷は増加したため，この事例においてはどちらの
水質改善策が有効かを判断できない結果となった．
(4) 2015年における新見附濠の T-N濃度変化
降雨時に濠への流入する汚濁負荷量は，降雨規模や
降雨継続時間，無降雨時間といった様々な要因によって
変動する．したがって各汚濁負荷量の低減策における
低減効果を評価するためには長期間において解析する
必要がある．図-10に 2015 年における新見附濠の時系
列 T-N濃度変動を示す．
水質改善策を考慮したシミュレーション結果は，ど
ちらともに現状よりも T-N濃度が低減している箇所が
見受けられ，水質が改善したと言える．貯留施設を考
慮した場合に着目すると，降雨規模が中程度の時刻に
おいて水質改善効果が見受けられる．初期降雨由来の
表-9 2015年における水質改善策別の汚濁負荷量の変化率
貯留施設 可動堰 R6.0
CSO -0.1 ％ +23 ％
T-N -0.1 ％ -40 ％
T-P -0.1 ％ -35 ％
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図-11 2015年における CSO内の汚濁負荷物質の変化率
汚濁負荷の高い汚水を貯留し，貯留容量を満たした後
の汚濁負荷の低い汚水は現状と同量のCSOが濠へ放流
されるため，ファーストフラッシュの影響を抑制し希
釈効果のあるCSOによって水質改善効果が得られたと
推測される．
可動堰を導入した場合は貯留施設を導入した場合よ
りも大きな水質改善効果が得られた．降雨強度の低い
事例では放流を抑制し，強度の高い事例では放流を促
進しているためと推測される．また T-N濃度の変動が
小さいこと確認された．現状において濃度上昇が顕著
であるのは降雨規模が小～中程度の事例であるが，降
雨強度によって堰を可動させた場合，それらの放流が
抑制されるためと考えられる．また降雨規模の大きな
時刻での水質変動も同様に小さい．希釈効果が大きい
とされる降雨強度の大きい時刻において堰を下げ CSO
の流入を促進させているが，濠の T-N濃度は流入汚水
の T-N濃度に漸近するため，上記の結果が得られたと
推測される．
表-9，図-11に 2015年における新見附濠の水質改善
策別汚濁負荷量の総流入量の変化率を示す．どちらの
水質改善策においても CSOの低減効果が得られた．し
かしながら，貯留施設導入における汚濁負荷量の低減
率は 0.1 ％であり，顕著な水質改善効果が見込めると
は言えない結果となった．また CSOが低減しているに
も関わらず汚濁負荷量が低減していないため，CSOの
栄養塩類濃度が高くなり水質が悪化する可能性がある
ことが示された．一方可動堰導入策における低減率は
T-Nで 40 ％，T-Pで 35 ％であり，汚濁負荷量が大幅
に低減された．
以上の結果から，汚濁負荷量の低減策は貯留施設の
導入より雨水吐室への可動堰導入を講じた方がより高
い水質改善効果が得られると考えられる．
5. まとめと今後の課題
本研究は江戸城外濠におけるCSOの把握と汚濁負荷
量の算定を目的とし，先行研究で用いていたモデルを
改良した．また栄養塩類物質の低減策として貯留施設
と雨水吐室への可動堰導入を想定し，シミュレーション
を行った．本研究の結果と知見を以下に列挙する．
• OHAMをベースに水・物質動態をモデル化した
ことで，江戸城外濠への CSOをより詳細に算出
すること及びより外濠におけるより詳細な水質シ
ミュレーションが可能となった．
• 市谷加賀町に貯留施設をモデル化しシミュレー
ションを行ったところ，ファーストフラッシュの
影響を受けた降雨初期の汚水を貯留したことで，
汚濁負荷量の低減及び水質改善効果が見込めるこ
とが示唆された．
• 可動堰の運用方法として降雨強度に応じて堰を可
動させることを検討したが，下水道管内流量に応
じた運用方法と同程度の汚濁負荷量の低減効果を
確認し，その低減率は 35～40％程度であった．ま
た，可動堰導入策は貯留施設導入策よりも顕著な
汚濁負荷量の低減及び水質改善効果が見込めるこ
とを確認した．
• 可動堰導入策によってCSOの増加が確認され，外
濠に下水処理場への負荷の軽減，調節地としての
可能性があることが示された．
また，今後の課題を以下に列挙する．
• 構築したモデルは降雨規模の小さい事例や降雨初
期の再現性が低いため，粗度係数をより詳細に設
定する必要がある．また，CSOの算定において基
底流量を一定として計算しているため，時間に応
じて関数的に変化させるなどといった検討を行う．
• 本研究で用いているファーストフラッシュ現象を
再現する計算式は，降雨継続時間に応じて指数関
数的に汚濁負荷量が減少するとしているが，降雨
量の大小にも依存すると考えられるため，新たな
計算式を加える必要がある．
• 水位減少の再現性を高めるために新たな越流公式
の導入や修正が挙げられる．
• 堰を可動させる判定値として管内濃度と降雨強度
との関係性を明らかにしたが，無降雨期間におけ
る場合分けを行い，より厳密な判定値を求める必
要がある．
• 本研究では考慮していない他の水質改善策を再現
しシミュレーションを行う必要がある．またそれ
らの改善策における費用対効果を算定し，実施可
能性を考慮する．
• 本研究では環境影響評価指標として汚濁物質量の
低減量に着目したが，濠内の栄養塩類濃度に応じ
て発生するアオコを指標とし評価する．したがっ
て生態系モデルを導入すること，Chl-aの濃度変
動解析を行うことが挙げられる．
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